
【 流 動 資 産 】 【 443,263,557 】 【 】 【 774,564,400 】

【 固 定 資 産 】 【 4,701,047,339 】

（ 有 形 固 定 資 産 ） （ 4,457,485,164 ）

【 】 【 290,739,466 】

（ 無 形 固 定 資 産 ） （ 43,487,878 ）

【 】 【 4,079,007,030 】

（ 投 資 そ の 他 の 資 産 ） （ 200,074,297 ）

12,328,151

17,830,000

260,581,315

1,065,303,866

利 益 準 備 金

資 産 除 去 債 務

負 債 合 計

株 主 資 本

資 本 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

現 金 及 び 預 金 未 払 金

貯 蔵 品

ソ フ ト ウ ェ ア 32,852,373

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

前 受 金

土 地 3,239,235,614

預 け 金

113,329,692

20,617,936

86,945,211

28,427,774

機 械 装 置

車 両

器 具 備 品

未 収 金

科 目

11,187,383

45,806,050

13,073,083

263,063

円円

344,043,145 未 払 消 費 税 等 118,340,142

預 り 金 117,835,656

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

貸借対照表
2024年 3月 31日現在

株式会社遠鉄自動車学校

固 定 負 債

流 動 負 債

資  産  の  部 負  債  の  部

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

161,376,356

71,487,220

150,931,856

154,593,170

構 築 物

そ の 他

前 払 費 用 28,890,833

科 目

151,707,064

金 額金 額

13,509,800

1,822,284

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

電 話 加 入 権

借 地 権

871,737

9,763,768

1,450,000投 資 有 価 証 券

423,487,030

純  資  産  の  部

建 物 817,221,873

5,144,310,896

3,387,000,000

4,079,007,030

5,144,310,896

建 物 付 属 設 備

3,810,487,030

50,000,000

3,860,487,030

118,520,000

100,000,000

117,027,203

55,265,010

10,000,000

差 入 保 証 金

そ の 他

資 産 合 計

別 途 積 立 金

純 資 産 合 計

負 債 ・ 純 資 産 合 計

1,000,000



個別注記表 
 

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 (1)資産の評価基準及び評価方法 

 ①その他有価証券  

・市場価格のない株式等   移動平均法による原価法 

 ②棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  評価基準は原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ方法により算定) 

・貯蔵品       最終仕入原価法 

(2)固定資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

定率法(ただし、1998年 4 月 1 日以降に取得した建物(建物付属設備を除く)並びに 2016年 4 月１

日以降に取得した建物付属設備及び構築物については、定額法） 

 ②無形固定資産 

     定額法 

(3)引当金の計上基準 

    貸倒引当金            債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

    退職給付引当金        従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に

基づき、当期末に発生していると認められる額を計上しております。 

    役員退職慰労引当金    役員の退職に伴う退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支

給見込額を計上しております。 

(4)収益及び費用の計上基準 

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第 29号 2018年 3月 30日)及び「収益認識に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 30号 2018年 3月 30日)を適用しており、約束した財又は

サービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で

収益を認識しております。 

 

2. 当期純利益金額 

    413,732,018 円 


